
岐阜県水産研究所科学研究費助成事業取扱規程 

 

 

（趣 旨） 

第１条 岐阜県水産研究所（以下「研究所」という。）の研究員に交付される科学研究費助成事業（以

下「科研費」という。）に関して適正な執行を行うため、文部科学省の通達に基づき、必要な事項

を以下のとおり定める。 

 

（機関内の責任体制の明確化） 

第２条 研究所内の責任体制を明確にするため、最高管理責任者、統括管理責任者及びコンプライア

ンス推進責任者を置き、その職名を公表する。 

２ 競争的資金等の運営・管理について最終責任を負う最高管理責任者を置き、所長をもって充てる。

最高管理責任者は、科研費の不正使用防止対策の基本方針を策定及び周知し、科研費の適切な運営

及び管理を行えるよう必要な措置を講じなければならない。 

３ 最高管理責任者を補佐し、競争的資金等の運営・管理について機関全体を統括する実質的な責任

と権限を持つ統括管理責任者を置き、管理調整係長をもって充てる。統括管理責任者は、不正使用

防止対策の組織横断的な体制を統括する責任者として、具体的な対策を策定及び実施し、コンプ

ライアンス推進責任者に対策の実施を指示するとともに、当該実施状況を確認し、定期的に、最高

管理責任者へ報告するものとする。 

４  研究所の各部及び支所に、統括管理責任者を補佐して、コンプライアンス教育の実施・受講管理、

補助金の管理・執行のモニタリング・改善指導を行うコンプライアンス推進責任者を置き、生態環

境部長、資源増殖部長及び下呂支所長をもって充てる。 

   

（管理体制の把握） 

第３条 最高管理責任者は、統括管理責任者、コンプライアンス推進責任者及び競争的資金に応募す

る研究員が、責任を持って適切な競争的資金の運営・管理が行えるよう、研究所全体の管理体制の

把握を含めリーダーシップを発揮しなければならない。 

 

（適切な運営・管理の基盤となる環境の整備） 

第４条  最高管理責任者は、別に定める「岐阜県水産研究所経理事務取扱要領（平成１９年１１月１

３日施行）」及び「同事務取扱細則（平成１９年１１月１３日施行）」に基づき、科研費の適切な

運営・管理に努めるものとする。 

 

（不正防止計画） 

第５条 科研費による不正を防止するため、不正防止計画を定める。また、研究所に不正防止計画推

進者を置き、統括管理責任者をもって充てる。統括管理責任者は、別に定める研究所における不正

防止計画の進捗管理に努めるものとする。 

 

（コンプライアンス教育） 

第６条 不正使用を防止するため、「水産研究所コンプライアンス教育実施要領」に基づいてコンプ

ライアンス教育に係る研修会を開催する。 

 

（相談窓口の設置） 

第７条 科研費に係る事務処理手続及び使用ルール等に関する研究所内外からの相談に迅速かつ適切

に対応するため、研究所に相談窓口を設置する。 

２ 相談窓口は、｢農政部における研究活動に係る不正行為の防止等に関する規程｣（平成27年3月27

日付け農政第1058号 農政課長通知）第７条に基づき設置した相談窓口とする。 

 

（通報窓口の設置） 

第８条 研究所に、研究活動における不正行為に関する研究所内外からの通報に適切に対応できるよ



うにするため通報窓口を置く。 通報窓口は「農政部における研究活動に係る不正行為の防止等に関

する規程｣（平成27年3月27日付け農政第1058号 農政課長通知）第８条に基づき設置した通報窓口と

する。 

 

（不正行為調査等委員会） 

第９条 不正使用があった場合又は不正使用の疑いがある事案が生じた場合には、「農政部における 

 研究活動に係る不正行為の防止等に関する規程｣（平成27年3月27日付け 農政第1058号 農政課長通

 知）第４条に規定する不正行為調査等委員会において必要な調査を行うものとする。 

２ 不正行為等の疑いのある場合の調査、審議及び判定に関する事項は、「農政部における研究活動

 に係る不正行為の防止等に関する規程｣（平成27年3月27日付け農政第1058号 農政課長通知）第９条

 に定めるところによる。 

 

（モニタリング体制）      

第１０条 最高管理責任者、統括管理責任者及びコンプアイランス推進責任者は、科研費による研究

活動における不正行為を防止するため、別に定める実施要領に基づき研究所全体の観点からモニタ

リングを行い、研究の適正な推進に努めるものとする。 

 

（内部監査）                           

第１１条 科研費の不正使用を防止するため、別に定める実施要領に基づき適切な時期及び随時に内

部監査を行うものとする。 

 

 

 附 則 

  この規程は、平成１９年１１月１３日から施行する。 

 

この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

この規程は、平成２５年９月２４日から施行する。 

 

この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

この規程は、平成２７年３月４日から施行する。 

 

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

 


